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１．はじめに

生涯学習支援者という概念は様々なとらえ方が可能であり，それぞれのと
らえ方について詳細に吟味するだけでなくその作業自体が生産的であるかど
うかという点についても留意が必要である。そこで最低限押さえなければな
らないことは，生涯学習支援者･という概念が，行政か民|洲か，フルタイムか
パートタイムか，資格を前提とするか否かなどを問わずあらゆる学習支援者
を包括するとともに，その共通項に注目するための概念だということであろ
う。
それでは、力量形成という観点からは，生涯学習支援者の共通項としてど

のような事柄が見出されるだろうか。生涯学習支援者の養成・研修のあり方
について論じられる場合，例えば養成・研修内容としての「生涯学習・社会
教育についての理解」が共通に求められるということがしばしば指摘される
が，むしろ内容面にしても方法面にしてもその多様性が強訓されることの方
が'二|立つように思われる。他方，それぞれの職場におけるOJTについては，
生涯学習支援者の多様性にかかわらず一律にその重要性が強調されるととも
に，その具体的な進め方についても一律に論じられてきたし、具体的な進め
方が多様であるべきか否かという問題について判断できるだけの十分な検討
も行われてこなかったといえる。
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厚生労働省「能力開発基本調査」等の結果からも読み取ることができるよ
うに,1990年代以降日本の企業等における（計1曲i的な)OJT及びOffJTの実
施率が低落してきた(1)状況において,OJTとO11廷JTをいかに連動させて必要
な学習環境を構築していくのかという観点での研究・実践が進められてき
た(2)。こうした取組に学びつつ，生涯学習支援者の特性に即した力量形成の
場と機能を明らかにしていくことが求められている。

2.OJTとOffJTの連動の可能性一社会教育主事を例に

生涯学習支援者の力量形成において,OJTとOffJTの連動の可能性がこれ
までにも追求されてこなかったわけではない。しかし，生涯学習支援者につ
いては養成・研修のしくみが総体的に整備されているとは言い難く，その中
で養成・研修のしくみが一定程度整備されている学習支援者に注目して検討
していくことが現実的である。その代表は，社会教育主事・司書・学芸員と
いう，法律において規定されている資格の取得を前提とした学習支援者であ
ろう。まずはこうした学習支援者からOJTとOiILJTの連動のしくみを確立さ
せていくべきか否かについて議論の余地はあるが，ここではその中から社会
教育主事を例にして検討する。
Ifl立教育政策研究所社会教育実践研究センターが､Iz成20～21年度に実施
した「社会教育主事の専|''l性を高めるための研修プログラムの開発に関する
捌査研究」においては，社会教育主事が参加する各種研修の現状と課題を分
析し，主に研修の対象・学習内容・日程について方針を定めて研修プログラ
ムのモデルを提示した。さらに，実証研究事業として青森県と新潟県におい
てそのモデルにもとづく研修を実施しているが，そこでは事前研修のツール
として「プレ研修シ-１､｣，本研修のツールとして「ふりかえりシート」「直
後アンケート｣，事後研修のツールとして「事後レポート」「フォローアップ
イリ|:修シート」を作成・使用している。そして，実証研究事業の成果の分析に
おいて，これらのシートとの関連で社会教育主事の力量形成におけるOJTと
OIYLJTの連動の可能性について言及されている(，具体的には，次のような指
摘である＆
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○本研修はll!211にわたるOifthejob-trainingの研修ではあったが,その
期間に限定されるものではなく、「事前の研修シー|､」は仕事をしながら
の「研修」であり，「事後レポート」と「フォローアップ研修シート」の
作成も仕事をしながらの研修であり，そのままOn-thejob-trainingの研修で
あったといえよう(3)。

○提案のモデル研修プログラムでは，事前・事後研修も含めて４ケ月あま
りの間を受講者に，研修を意識させることができ，本研修の成果の持続と
しても期待できるものである。しかし，さらに効果を高めるためには,OJT
との連動が不可欠ではないかと考える。各稲シートの内容を，所属する職
場の上司やII1僚等と共有することによって,II常的にI1身の課題や行動目
標達成のためのアドバイスをもらうことができるからである(1)。

○シートを活用する本研修システムは，社会教育主事個々の課題を明らか
にし，講師からの助言や集合研修さらには実務の中での実践を通して課題
解決の過程（社会教育主事自身の変容）を記録する取組でもある。

（中略）
多くの記録を蓄積・分析することによって,ll,'il々の課題に応じた解決方

策を示すことができれば，研修に参加することのできない社会教育主事の
ためのOJTの指針ともなりうるものである(5)。

これらの指摘においては,OffJTの成果を補強するだけでなく共有するプ
ロセスとしてもOJTが意味付けられ，その必要性が強調されている。裏を返
せば,OJTによって成果を共有することのできるようなOifJTが求められて
いるという見方も可能であろうし，そのためには1If前・雨後を含めた研修全
体の「記録」化が不可欠であることも認められる。一方，上記の指摘にある
ような形でのOJTが現実的に可能であるか否かという問題については，社会
教育主事の一般的な職場環境及び個々の職場環境に即した検討が必要となる。
また，研修への参加という点でも，新任者や勤務年数の少ない社会教育主事
が複数の研修に集中的に参加する，複数の社会教育主事でローテーションを
組んで研修に参加する，あるいはそもそも社会教育主事がその職場に一人し
かおらず研修の成果を稚とどのように此ｲ'すべきかIﾘl雌になりにくい場合な
ど‘職場環境にMllした様々なケースが考えられる(，
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3．社会教育主事の職場環境とOJT･OffJT

社会教育主事の職場環境については，主に社会教育主事経験者からの生の
声として各自治体の実態が明らかにされてきた。それらをふまえつつ，社会
教育主事の職場環境に照らし合わせるとOJT．OffJT及び両者の連動の可能
性についてどのようなことが見えてくるだろうか。ここでは主に，国立教育
政策研究所社会教育実践研究センターが平成22年度に実施した「社会教育主
事の養成と活用・キャリアの実態に関する調査｣(6)（以下,社会教育主事調査）
の結果をもとにして検討する。

①社会教育主事の配置人数
文部科学省「社会教育調査」の結果からも全国の社会教育主事数は急激に

減少してきているが，社会教育主事調査によると，都道府県教育委員会につ
いては47都道府県全てに社会教育主事が配置されており，その平均人数は
23.7名である。ただし，都道府県教育委員会が発令している社会教育主事の
うち，教育委員会本庁・本１両』または教育事務所に配置されている者は半数程
度である『、
一方，市町村教育委員会については回答のあったl,018市町村のうち約６割
にあたる638市町村に社会教育主事が配置されており,社会教育主事を配置し
ている市町村のみの平均人数は2.7名である《,ただし，市町村教育委員会が発
令している社会教育主事のうち，教育委員会本庁・本局に配置されている者
は６割程度である。
都道府県の社会教育主事と市町村の社会教育主事の職務の相違や勤務場

所の分散もあり一概には言えないが，都道府県の社会教育主事については他
機関・団体が主催する研修へ比較的参加しやすい体制にあるが，その成果の
共有の場面を設定し難いと考えられる。一方，市町村の社会教育主事につい
ては，他機関・団体が主催する研修へ比較的参加し難い体制にあるが，その
成果の共有の場面を設定し易いと考えられる｡そのような実態をふまえつつ，
特に市町村において「とにかく慣れる」という非計画的なOJT偏重の状況を
生み出さないようなしくみが必要となる。
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②社会教育主事の勤務年数
社会教育主事の（特に連続した）勤務年数が特に都道府県については短い
ことが頻繁に指摘されるが，社会教育主事調査によると、都道府県について
は通算勤務年数が３年以内の者が約半数，市町村については通算勤務年数が
３年以内の者が約３分の１を占めている。さらに，国立教育政策研究所社会
教育実践研究センターでは社会教育主事に関連する実態調査を平成l3年度と
平成l7年度にも実施している(7)が，それらの結果と比較しても社会教育主事
の一般的な通算勤務年数が３～５年程度であることは明らかである。
社会教育主事としての通算勤務年数が３～５年の職員であればどの職務が
どの程度十分に遂行できるのかという問題，あるいは社会教育主事として発
令される以前の勤務が社会教育主事としての力量にどのような影響を及ぼす
のかという問題（人事異動による力量形成の問題を含めて）にも留意しなけ
ればならないが，少なくとも職場において勤務年数の少ない社会教育主事が
勤務年数のより少ない社会教育主事を指導・支援するという機能の意義と課
題をより明確にする作業が必要であろう。
このことに関連して，企業の職場で他者から受ける支援を「精神支援」「業

務支援」「内省支援」の３つのタイプ(8)に分類し，このうち能力向上に影響を
与える支援が上司からの「精神支援」「内省支援｣，上位者（先輩）からの「内
省支援｣，同僚・同期からの「業務支援」「内省支援」であることを明らかに
している研究(9)があるが，社会教育主事の職場環境に照らし合わせるならば
その配置人数も考慮すると現状としてこれらの支援がバランスよく受けられ
ているとは言い難い。ただし，これは社会教育主事以外の上司や上位者，同
僚・同期の存在を含めて検討されるべき問題である。

③社会教育主事の仕ﾘｷをする'三で最も大きな影響を受けた経験・事柄，社会
教育主事としての勤務を通して得たもの
社会教育主宰調査においては，社会教育主事現職者を対象に，「社会教育
主事の仕事をする上で最も大きな影響を受けた経験・事柄」「社会教育主事と
しての勤務を通して得たもの」についてたずねている（社会教育主事現職者
ではない社会教育主事経験者も対象に含まれているが，ここでは取り上げな
い)。
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まず、社会教育主事の仕事をする上で最も大きな影響を受けた経験・事柄
については，８つの選択肢から１つを選ぶ形式であるが,Inl答率を見ると，
全体では「保護者や地域団体，講師・指導者との出会い」が32.7％で蚊も尚
く，「l倣場|ﾉ1での役職･立場の変化,上司やliil僚等からの教えなど｣が20.1%,
｢特徴ある』I唯の実施」が19.9％で続いている”また，都道府県の社会教育主
事のみで見ると「職場内での役職・立場の変化,l-:司や同僚等からの教えな
ど」が28.1%で最も高く，市町村の社会教育主事のみで見ると「保護者や地
域団体，講師・指導者との出会い」が38.0％で最も高い('0)。
一方，社会教育主事としての勤務を通して得たものについては,１１の選択

肢それぞれについて「多くを得た」「どちらかといえば得た」「あまり得てい
ない」「得ていない」の４件法で回答する形式であるが，このうち「多くを得
た」の'四|群率を見ると，全体では「地域の人々や団体等との人脈」が62.8％
で品も向く，「様々な社会教育関係職員との人脈」が54.5％，「生涯学課・社
会教育の理念，法制度等の知識」が47.0％で続いている。また，都道府県の
社会教育主聯のみで見ても「地域の人々や団体等との人脈」が64.8％で最も
高く，市町村の社会教育主事のみで見ても「地域の人々や団体等との人脈」
が61.3％で最も高い。加えて，いずれも２番目に高いのは「様々な社会教育
関係職員との人脈」である（それぞれ63.4%,４７.５%)('')。
いずれの設問においても，単純に回答率を比較し難い側面はあるが，他者
との接点が社会教育主事の職務へ非常に大きな影響を及ぼしていると考えら
れる。このことはまた，社会教育主事にとってのOJTが広範な属性を持つ他
者との関係において進められている可能性を示唆していると思われる。もち
ろん，社会教育主事の職務内容が実態として多岐にわたっていることを考慮
する必要はあるが，誰との関係の中でどのようなOJTが行われ得るのか分析
を進めることが，社会教育主事のOJTの実態を明らかにしてその効果的な進
め方を検討していく糸口となる。
なお，社会教育主事については，社会教育行政の専門的職員という位置付
けを重視してその専門職集団化を図る動きが全国各地で見られてきた。その
意義は否定されるものではないが，一方で専門職集団化が他の社会教育関係
者とのIMI係の中で進められるOJTへ及ぼす影響についても検討する必要があ
ると考えられる。
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４．おわりに

ここまで，社会教育主事を例に，その職場環境に即したOJTとOffLJTの連
動の可能性について検討してきた。しかし，具体的な学習支援者に注目しつ
つOJTとOifJTの連動させる上での生涯学習支援者に固有の要素を明らかに
するためには，検討の蓄積が十分ではない。改めて，様々な領域における研
究・実践をふまえつつ検討を進めていく必要がある。
例えば，社会教育主事は教育委員会の事務局に配置される行政職員である

が．一般行政の事務系職員の業務習熟の観点から有効と考えられる取組に関
する全国の市を対象とした調査では，「法務」「企画立案，調査研究」「情報管
理(IT)」「税務」「財務，会計」「用地管理」「生活保護（ケースワーク)」の７
分野について，それぞれ最も有効だと考えられる取組として選んだ市の合計
が最も多かったのは「OJT」であり，以下「広域研修機関研修」「専門実務研
修」と続いている(12)。生涯学習支援者の職務についても，どの職務の力量形
成にどの取組が有効なのか，その有効性を具体的な場面に即して明確にして
いくことが求められているのではないだろうか。
また，社会教育主事に占める学校教員経験者の割合の高さ('3)は、社会教育

主事に関する議論の中で頻繁に指摘されることであるが，その学校教員の異
動経験が持つOJTとしての機能に関する調査では，勤務校数が多いほど主観
的な能力指標が向上する傾向にあること，事務所|N1異動と僻地校勤務は特に
教職キャリア中期（教員歴10～25年）の教員の主観的な能力指標に影響を与一
えることが指摘されており，そのことをふまえたOJTとOIYLJTとの適切な組
み合わせの必要性が強調されている(1'1)｡
生涯学習支援者は，少なくとも現状として常勤・専任を前提としない場I前
も多く，加えていわゆる「新卒採川」されて勤務するケースが全体的に少な
い。すなわち，日常生活を含めた様々な経験を通して力量形成が行われてい
るということを無視できないが，これまでは生涯学習支援者の資質・能力に
ついて議論する場合にそのような経験を通した力量形成への注目が過度であ
ったことは否定できない。そのことが現職におけるOJT･OifJTの必要性を
軽視することに結び付いてはならないだろう。
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注記・引用文献
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（６）この調査は，都道府県・市町村教育委員会を対象とする調査，社会教育主事現
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2009年度までに実施した社会教育主事講習の修了者を対象とする調査で構成さ
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は｢社会教育主事の職務等に関する実態調査」という名称で実施されており，前
者は社会教育主事現職者を対象とする調査，後者は都道府県・市町村教育委員会
を対象とする調査と社会教育主事現職者を対象とする調査で構成されている。そ
れぞれ，国立教育政策研究所社会教育実践研究センター編『社会教育主事の教育
的実践力に関する調査研究」2002年，国立教育政策研究所社会教育実践研究セン
ター編『社会教育主事の職務等に関する実態調査報告苫』2006年，を参照のこと。

（８）なお，これらは因子分析により析出されたものであり，「精神支援」は「精神
的安らぎを与えてくれる」「仕事の息抜きになる」「心の支えになってくれる」「プ
ライベートな相談にのってくれる」「楽しく仕事ができる雰囲気を与えてくれる」
の5つの項目，「業務支援」は「自分にはない専門的知識・スキルを提供してくれ
る」「仕事の相談にのってくれる」「仕事に必要な情報を提供してくれる」「仕事
上の必要な他部門との調整をしてくれる」「自分の目標・手本となっている」「自
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律的に働けるよう，まかせてくれる」の6項||，「内省文援」は「自分について客
観的な意見を言ってくれる」「自分自身を振り返る機会を与えてくれる」「l!l分に
ない新たな支援を与えてくれる」の3項目でそれぞれ構成されている（中原淳『職
場学習論仕事の学びを科学する』東京大学出版会,2010年,pp.47-70.)。

（９）中原淳『職場学習論仕事の学びを科学する』Op.c".,pp.93-116.
(10)なお，これら以外の選択肢は，「特有の課題をもつ子どもや学習音との出会い」

「予算編成・執行，事業の計画・評価」「広報活動，関係機関・団体等との連絡調
整」「職場外での他者や書物との出会い，職務に関わる研修等の受講など」「その
他」である。

(ll)なお，これら以外の選択肢は，「学習課題の把握と分析に関する知識・技能」「学
習プログラムの企|劇・立案に関する知識・技能」「事業等の評価に関する知識・技
能」「特定の分野に関する指導に必要な知識や技能」「特定の方法を用いた指導に
必要な知識や技能」「学識経験者ほか特定分野の専門家との人脈」「関係者・機関
との連絡調轄を行うコーディネーターとしての能力」「行政における事務処理能
力」である。

(12)財団法人日本都市センター編『都市自治体行政の1,I/:i''l性確保に関する洲べ｣2010
年,pp.77-88.なお，これら以外の選択肢は，「自己啓発支援」「職屑別研修」「業
務従甥研修」「その他」である。

(13)社会教育主事調査によると，都道府県の社会教育主事の8割以上が，学校教員か
ら任用されている。

(14)川上泰彦・妹尾渉「教員の異動・研修が能力開発に及ぼす直接的・間接的経路
についての考察｣『佐賀大学教育学部紀要』第l6巻第1号,2011年,ｐｐ・l-20.なお、
そこでは、異動によって構築・変動する同僚関係がOHLJTに与える影響について
も検討されている。


